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はじめに

実に不思議な動きが起きている。
日本においても2010年末から「アクティブ･ラーニング」と名の付く書物
が出版され始め、2013年からは教育研究書や実践指導書などたくさんの書
物が書店にあふれた。県レベルの教育委員会も教員の研修に乗り出し、教科
ごとの教育雑誌にも現場からたくさんの実践が報告された。それが、2016
年の7月の出版を最後に、突然、見事なほどに姿を消したのである。文部科
学省の発言からもこの言葉は消えた。詰め込み教育を変えて「探究型の学び」
こそ必要だと確信して改革の道に踏み出した教育者は大きな落胆を味わうこ
とになったが、納得いく説明もなく教育行政の方針が変更された事態に対し
て不信が頭をもたげたとしても当然のことであろう。
同じようなことは、1999年春に始まる「ゆとり」教育批判でもわれわれは
経験した。知育偏重、偏差値人間、個性のない日本人、深夜の塾通いなど
さまざまな言葉で詰め込み教育は批判された。土曜日の授業を廃止し、親
子で体験学習や問題解決学習に取り組むように奨励された。それが、突然、
1999年1月から、子どもを甘やかす「ゆとり」教育と批判されるようになり、
2002年からは「百マス計算」と名の付く出版が始まり、訓練的な教育がもて
はやされるようになった。「ゆとり」教育は格差を固定するだけだという教
育社会学者も現れた。
この流れが変わるのは、2004年12月のピザ･ショックである。2003年
に実施された国際生徒調査PISAの結果が2004年12月7日に公表され、読
解力の国際順位が8位から14位へと二桁になったからである。その後、学
力低下が大々的に報道され、「ゆとり」世代の若者は低学力というレッテル
が貼られ、全国学力テストの復活が望まれるという流れになった。ところが、
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OECDが開発したPISAテストは、ちょっと風変わりなテストであった。記
述式が多用され、中には正解すらはっきりしないオープンエンドの記述が許
されるものまであった。要するに、OECDはこれまで何を学んだかではなく、
これから何ができるかという、いわば「考える力」を測ろうとしたからである。
文科省は慎重に検討したあげく、2005年12月にPISA型読解力だけは日本
の教育に取り入れる地平にたどり着いた。2006年1月に全国の都道府県並
びに政令指定都市の指導主事を集め、PISA型読解力を日本の学習指導要領
と擦り合わせることを告げ、国語だけでなく全教科でコミュニケーション力
や表現力を重視して受信型の学力から表出型・発信型の学力へと転換するこ
とを決めた。
ここに、伝統的教育をより強化して成果を上げようとするグループに対し
て教育を改革して個性を重視してより質の高い労働力を育てる方向に学校教
育の舵を切ろうとするグループ、いわば日本におけるネオリベラル伝統派と
対抗して「国際派」と呼ぶべきネオリベラル改革派がはっきりと姿を現すこ
とになる。
その1サイクル前をたどれば、国際的な経済の構造改革の動きを反映して、
1980年代には中曽根首相の下で臨時教育審議会、いわゆる中曽根臨教審が
設置された。文部省（当時）には中央教育審議会があるので、臨教審は官邸
主導で文部省の維持する教育体制を根本的に変えようという意図がうかがえ
る。しかし、文部省、国立大学、教育委員会、公立学校の教師集団さらには
受験産業など、教育界にはすでに大きなシンジケートが形成されていたので、
1980年代の日本において教育界は改革の道に踏み込まなかった。
バブルもはじけた1990年代になると、大学入試など教育界にも個性重
視が政財界から提起され、これが教育界へのネオリベラリズム圧力となっ
た。1999年に改訂された学習指導要領は「ゆとり」教育を推進するものと言
われるまでになった。これをネオリベラル改革派の動きとすれば、「ゆとり」
教育批判は、個性の育成よりも画一的な教育を重視するネオリベラル伝統派、
米国の圧力を強く受けた、当時の呼び方ではネオコンという勢力から生まれ
ていたのである。



はじめに　iii

だがその後、日本の教育はさらにもう一度も二度もねじれることになる。
ピザショックの後、OECDの外圧で画一的な教育から考える力を重視教育
へと重点が移り、アクティブ･ラーニングが推奨された。ついに2016年8
月にはIB（国際バカロレア）の科目のうちいくつかを日本の法令に指定した科
目と同等に扱うことに文科省は決めた。これは、長い日本の学校教育の歴史
の中で、初めて文科省が独占してきた学習指導要領が開放されることを意味
する。だが、その直後、文科省の公式見解からアクティブ･ラーニングは姿
を消すことになる。高大接続という名で、暗記型から考える力を表記するよ
うにセンター入試を数年かけて改革しようとしたが、これまた動きは止まっ
た。そして、2017年1月、文科省の天下りが摘発されて当時の現職事務次
官が退職することになったばかりでなく、「国際派」と見なされる一連の事
務官僚が突然に行政的影響力を失うという文科省内の政変が起きたのである。
そのため、10年ぶりに改訂された学習指導要領の実施主体にも混乱がもた
らされることになった。
さらに時間を広げて近代の教育の歴史を眺めてみよう。権利としての教育
は、公教育という形態になって国民国家の主権として扱われることによって
実現された。グローバリズム、ネオリベラリズム、ポストモダニズムと呼ば
れる政治的･経済的･社会的な傾向は、国家の規制から個人の能力を解放し
ようとしたので、第一に、国民教育制度として実現していた教育は大きな構
造的変化を被ることになった。第二に、この新しい傾向は、誰もが探究して
知識をクリエイティブに習得していくという構成主義を基盤としたので、学
問の真理、客観的で価値中立の権威ある知識、すなわち誰もが認めるべき正
解という知識概念が崩壊した。学校は教えの場から学びの場へと変化する。
そこで、教師の役割は、知識の伝達ではなく、学びを支援し、探究を促し、
知識や技能を使う力、できることなら想定外のコンテクストでも学力を発揮
し、問題解決が出来る力を育てることへと変化することになった。
グローバル経済は、たとえば大学を、研究の場から教育の場へと変えた。
なぜなら、経済は研究に成果を期待し始めたからである。根源的な問題は、
教育を商品と見なしたとたん、大学人は単なる「教育工場労働者」になって
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しまう。私は、大学の授業料は入山料のようなもので、大学という修行の場
をつかって学び、人間を豊かにするための利用費と考える。大学は、学びの
ためによりよい条件を提供し続けるが、何をどこまで学ぶか、つまり学ぶか
学ばないかは本人次第である。教育の成果は、いつ、どこに出てくるのかは
分からない。いつどこで誰に習ったかがはっきりしないくらい、血となり肉
となり、自分自身を形成することができればそれが何よりの学びの成果であ
る。つまりいつでも学習の成果は出続けているのだ。人権としての教育と捉
えた場合には、学習の成果は学習者に帰すべきもので、学校、行政はふさわ
しい教育を用意する義務があると考えられていた。ところが、商品としての
教育となると学習は消費と見なされ、成果は学校、教師、行政に帰するもの
として評価される。教育の成果管理という観点が前面に出て、学生にとって
成果となっているかという観点が消滅していく。こうして、学校も大学もそ
して教師も親も、学習者としての生徒･学生を失っていく。
かつて、日本の大学は「モラトリアム期の若者」の住み家であった。若者が、
自分の人生を考え、悩み、育っていく貴重な時間であったと思う。
本書の第1部は教育の商品化を扱い、第2部は人間の能力の数値化を扱う。
両者はちょうどコインの裏表のような関係にあり、数値化がなければ商品化
はあり得ず、商品化なければ数値化する必要はない。
第1章では、自由な教育の砦であり、学問の府と呼ばれた大学の教育が商
品化の波に洗われ、変貌していく様子を記述した。人間の持つすべての価値
のすべてに愛情を注ごうとした教育学とは対照的に、経済学は経済的価値と
なり得るもののみに投資を集中しようとした。学校教育はその戦場になった
のである。近代的国民国家は、「幻想」としての国民作りがまずスタートであっ
たから、政治は教育学を優先し、公教育を構築した。ところが、グローバル
な時代には、この「幻想」が払拭され、政治は経済学を優先することになる。
近代人の形成は「大きな物語」に過ぎなかったのであろうか。
同時に、国際機関は人類の協調を目標としており、UNESCO（ユネスコ）
のエドガー ･フォール（Edgar Faure）報告（Learning to be, 1972年）は、教育学的
な価値の追求にこだわり、学校を教師が教える場から子どもたちが学ぶ場へ
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変えようと提案した。to beとは、デンマーク王子ハムレットが苦悩したよ
うに「人としてある」という最高の教育価値を表現しているのであろう。同
時にまた、UNESCO社会全体を教育的な「学習社会」へと高めようと提起し
た。learning to beとは、「社会の中でヒトは人になる」つまり learning to be 

togetherという意味であろう。西欧流に言うと、learning to doとか to have

を強く意識して、外部に評価される成果を出す能力を身につけることよりも
まず人間としての自分を作れという意図が表現されていると思われる。これ
がネオリベラリズムという潮流が登場する頃の歴史である。
第2章では、まず、日本人研究者なら誰でもポール･ラングラン（Paul 

Lengrand）から書き始める生涯学習の歴史を再検討した。本来のインフォー
マルな教育が抑圧されてしまうというエットーレ･ジェルピの苦悩の叫びの
意味を考えたからだ。成人教育の進展は、学習主体の意思を重視し、学校教
育に取り込まれてしまった教育を本来のものへと変革し、伝統的な学校教育
を越えていこうとする理論を明確にした。だが、皮肉なことに、人間を一人
前にして社会へと送り出そうという義務教育の思想、フロント･エンドの教
育という概念は、これによって、結果的に葬り去られることになった。
第3章では、経済活動の国際化とともに、先進国諸国において経済的な価
値の最も高いと値踏みされた高等教育からグローバルな教育制度のすりあわ
せが起きてくる様子を検討した。
第4章においては、生涯学習論によって学校教育制度全体が国家的公教育
の枠からグローバルな制度へと一気に展開することになったこと、すなわち
ネオリベラリズムの教育支配の展開を説明した。しかし、旧社会主義国に見
るように、国際的な経済競争に参入するだけのインフラ整備と経済的余裕の
ない国々にとっては、ネオリベラルな教育は国民教育の破壊という結末に行
き着いてしまったことを記述した。
第2部は、私がフィンランド教育の研究を始め、その背後にOECD（経済

協力開発機構）とEU（欧州連合）が見えたその様子が語ってある。国際生徒調
査PISA（OECD生徒の学習到達度調査、ピザ）がいつ、なぜ作られたのかを丹
念に調べていってその源流にたどり着いた時、ふと私は現在まで振り返って
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みて愕然とした。私にはこの世界は何も見えていなかったのかと。PISAテ
ストの仕掛けを理解するだけで私には数年かかったのであるが、そのテスト
を企画した連中は開始前に10年ほども準備していたというのだ。世界がこ
んな風に作られていくのかという裏舞台を、ちょうどパズルをはめ合わせる
ように組み立てていった時、もしかして日本のバブル崩壊もこんな風にして
国際的に計画されていたのだろうかと思ったものだ。
第5章は、学力論に関する歴史を、なぜコンピテンスが注目されたのかと
いう視点を軸に追ったものである。OECDがさらに、暗黙知にも注目して、
クリエイティビティの観点から知識経済論という名の能力論を再編成してい
く様子も記述した。
第6章は、米国を中心として広域学力調査の歴史を一瞥した。
第7章は、OECDのデータ戦略、ないし国際教育制度指標事業の中で国
際生徒調査PISAが誕生する歴史を紐解いた。
第8章は、PISA誕生の後、ヨーロッパ諸国では学校教育の目標がコンピ
テンスへと移されていく様子を現在までたどった。
苦い思い出もよぎるが、パリのOECD本部で開催されたOECD/TUAC

の国際会議に3回、足かけ8年出席することができた。最初に参加した
2006年9月の会議は、本部がまだ新築中だったので、歴史に名をとどめる
マーシャル･ルーム（表紙）で開催された。歴史の重みを感じたものだ。会議
の主要テーマは、学びの質の違いをうまく分析･表現して、国別得点ランキ
ングに注目しがちなマスコミ報道を変えていこうというものであった。政府
の代表として出席すれば、会議で知り得たことは正式発表以外の形では口外
できないようである。そのために、裏舞台の話は、研究者には伝わってこな
い。私が体験した貴重な経験は、今後の研究のためにぜひとも記述して残し
ておこうと思ったのである。
本書全体を貫くテーマは、「学力が見えているか」ということである。評
価（evaluation）とテスト（調査、査定、assessment）とは異なること。親や教師は、
子どもを評価しなければならないが、それはテストを越えて「よき人間」と
いう尺度が親や教師の側になければならない。親や教師に子どもを評価でき



はじめに　vii

るだけの教養があってこそ評価は可能なのである。見る人が見なければもの
は見えない。見る人がいなければ、子どもたちの価値は無視される。それが
教育というものだ。育てたように子は育つ。低学力問題の原因は大人の低学
力にあるということだ。
本書は、経済的価値だけを見ようとする人たちが「権利としての教育」「ひ
とを人にする教育」、いわゆる伝統的な公教育を民営化という名でハイジャッ
クしていく様子を描いたものである。それに対して、抵抗する人々の姿も織
り交ぜながら今後に継続されていく課題を浮かび上がらせようとした。
英語記述にこだわったのは、常に原典に当たって確かめるという研究者の
責任を果たそうとしたからであるが、新しい発想を古い漢語で解釈してしま
わないようにという仕掛けでもある。原語をつなぐことで、コンピテンスを
めぐる欧米の広く長い歴史が見えてきたことは研究者冥利に尽きる。
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